
福島県農村計画課

令和７年７月

東日本大震災･原子力災害から14年の取組と成果

ふくしまの農業･農村の復興のあゆみ

飯崎地区（南相⾺市⼩⾼区、R6年度完了）



東日本大震災の概況と被害状況
「東日本大震災・原子力災害10年の記録（福島県）」及び「ふくしま復興情報ポータルサイト」より引用
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人的被害
死

者

（令和7年2月1日時点）

4,179人
(災害関連死含む)

家屋被害 （令和7年2月1日時点）

住

家

99,181棟
(全壊、半壊)



▼東京電力福島第一原子力発電所の状況

原子力災害の状況

▼東京電力福島第一原子力発電所の事故による避難指示区域の状況

▼原子力発電所の事故等に伴う避難者の推移

原発に押し寄せる津波 ALPS処理水の貯蔵タンク廃炉に向けた作業

３号機２号機

避難する車で渋滞する国道 立ち入りが制限された帰還困難区域

▼放射線の空間線量率

▼放射性物質の除染等の実施状況

中間貯蔵施設に運ばれた除染土農地除染（ﾌ゚ ﾗｳによる反転耕）ため池の放射性物質対策 除染土の仮置場

原子炉建屋の水素爆発

2号機
３号機

４号機

【出典】福島県災害対策本部「平成23年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」
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「東日本大震災・原子力災害10年の記録（福島県）」及び「ふくしま復興情報ポータルサイト」より引用

旧避難
指⽰
区域



（令和7年3月31日集計）

被害箇所数 6,065 箇所

被害額 2,817 億円

津

波

三ツ森ため池（⼤⽟村） 北海⽼海岸（南相⾺市⿅島区）

農地（いわき市）

芹⾕地排⽔機場（相⾺市）

農業集落排⽔（⽩河市）藤沼ダム（須賀川市） 農道（⽩河市）

棚塩排⽔機場（浪江町）

津波に襲われる農地（楢葉町）

いわき市

楢葉町

浪江町

白河市

南相馬市

相馬市

須賀川市
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大玉村

農地・農業用施設等の被害状況

※今後、避難指⽰解除等に伴い、調査の結果、増となる場合がある



▼最新の事業計画に基づく進捗状況

区 分
査定決定（R6まで）

箇所数
面積

（ha） 金額

農地 662 3,752 59,949

農業用施設 1,449 － 33,455

小 計 2,111 3,752 93,404

海岸保全施設 30 － 20,119

災害関連農村生活環境施設 128 － 8,448

除塩 94 1,699 461

小 計 252 1,699 29,029

合 計 2,363 5,451 122,433

▼災害査定の箇所数2,363箇所、査定決定額 1,224億円
▼災害査定は旧避難指示区域等で現在も継続中

▼最新事業計画に基づく令和６年度までの完了率 99%
（旧避難指示区域外はすべて完了）

区 分
最新事業計画 着手済 完了済

箇所数 金額 箇所数 着手率 金額 箇所数 完了率 金額

【県営】

農地・農業用施設 196 35,625 196 100 % 35,625 190 97 % 34,625

海岸保全施設 30 28,357 30 100 % 28,357 30 100 % 28,357

小 計 226 63,982 226 100 % 63,982 220 97 % 62,982

【団体営】

農地・農業用施設 1,614 23,057 1,598 99 % 18,513 1,598 99 % 18,513

災害関連農村生活環境施設 128 8,184 128 100 % 8,184 128 100 % 8,184

除塩 66 161 66 100 % 161 66 100 % 161

小 計 1,808 31,402 1,792 99 % 26,858 1,792 99 % 26,858

合 計 2,034 95,383 2,018 99 % 90,839 2,012 99 % 89,839

（単位：百万円）

区 分 着手率 完了率

県全体 99 % 99 %

相双全体 98 % 97 %

旧避難指示区域外 100 % 100 %

旧避難指示区域内 94 % 92 %

▼災害査定の受検状況

▼査定決定 （単位：百万円）
▼最新事業計画に基づく旧避難指示区域内・外
の進捗状況

（令和７年３月末時点）

（令和７年3月末時点）

（令和７年3月末時点）

農道（いわき市） 海岸（楢葉町）
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※福島県HP

東日本大震災の復旧状況

旧避難
指⽰
区域



農地の復旧状況
完了 100%
（490地区）

旧避難指示区域外

旧避難指示区域内

未着手 10%（8/81地区）

完了 83%（67/81地区）

実施中 7%（6/81地区）

写真:金沢・北泉地区(南相馬市)

写真：浅見川海岸(広野町)

旧避難指示区域外

旧避難指示区域内
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東日本大震災の復旧状況

完了 100%
（1,076地区）

完了 94%（185/196地区）

実施中 0%（0/196地区）

未着手 6%（11/196地区）



古磯部海岸

⾼萩海岸

繁岡海岸

⼭⽥浜海岸
浅⾒川海岸

蒲庭海岸
北海⽼海岸

萱浜海岸
⼩浜雫海岸
⼩沢海岸
村上海岸

⾓部内海岸

井⽥川海岸
棚塩海岸
中浜海岸

蛯沢海岸

新地町

双葉町

相⾺市

南相⾺市

浪江町

⼤熊町

富岡町

楢葉町

広野町

いわき市

▼農地海岸20kmのうち14.5kmが被災し、7箇所で堤防が決壊

▼堤防の高さを被災前より1.0～2.5m高く設定し、粘り強い構造で
復旧

▼令和元年度までに16海岸（30箇所）全て※の復旧が完了※災害査定未了の3海岸除く

県道(嵩上) 堤防 離岸堤

農地

防災緑地

広野駅

復旧完了堤防の決壊・樋門の損壊

堤防の決壊 復旧完了

北海⽼（相⾺市・南相⾺市）2

堤防の決壊 応急工事（仮締切（大型土嚢）） 復旧完了

浅⾒川（広野町）8

2

3

3

6

復旧完了

蒲庭（相⾺市）1

復旧完了

井⽥川（南相⾺市）5

復旧完了

村上（南相⾺市）4

1

4

5

福島第⼀
原⼦⼒発電所

堤防の決壊 6多重防御による災害に強い復旧

傾斜式堤防の標準断面図

⼩沢（南相⾺市）

海岸保全施設の復旧状況

細⾕海岸※

北夫沢海岸※

熊川海岸※

※双葉町、大熊町の３海岸については未復旧（帰還困難区域）
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6 棚塩（南相⾺市・浪江町）

復旧完了

7 繁岡（楢葉町）

復旧完了

：浜海岸
：崖海岸



復 旧 完了被 災 状 況
新地町

双葉町

相⾺市

南相⾺市

浪江町

⼤熊町

富岡町

楢葉町

広野町

いわき市

▼浜通りにある排水機場43箇所のうち41箇所が被災
▼排水困難となった広大な農地等が湛水

▼令和２年度までに災害復旧対象の32箇所、全ての復旧が完了

浪江町

棚 塩

楢葉町

木戸川

いわき市

大越藤間第二

下仁井田

凡 例

国直轄災害

県営災害

団体営災害

新⽥（相⾺市）

⼋沢（南相⾺市）

⼤⼾浜（新地町）

柏崎（相⾺市）

福浦南部（南相⾺市）

農
地
等
の
湛
水 太平洋 太平洋中浜⽥排⽔機場

⼤⼾浜排⽔機場
⼋沢排⽔機場

⼋沢浦排⽔機場

太平洋

⼩⾼排⽔機場

福浦南部排⽔機場

国交省のポンプ⾞による排⽔状況

新地町

埓 浜 今 泉

中浜田 藤 崎

大戸浜 駒ヶ嶺

相馬市

和 田 柏 崎

白 山 芹谷地

相 馬 山信田第二

新 田 古磯部第二

南相馬市

八 沢 小 浜

八沢浦 小 沢

金 沢 谷 地

泉 塚原第二

前 向 村 上

渋 佐 村上第二

小 高 福浦南部

1

4

5

福島第⼀原⼦⼒発電所

南相⾺市（⼩⾼区）

4

5

5

1

1

相⾺市・南相⾺市（⿅島区）4新地町

2
3

2

3

7

排水機場の復旧状況



▼決壊により人命、家屋、農地等に甚大な被害が発生
▼学識経験者による「福島県藤沼ダム復旧委員会」を設置し、安
全・安心なダムの復旧に向け、細部にわたり検討

▼災害復旧と防災事業を併せて行い、安全・安心なダムを再生

区 分 本堤 副堤 堤 頂 標 高 EL= 417.4m

型 式 中心遮水型フィルダム 常時満水位 EL= 413.8m

堤 高
31.4m

(18.5m)
18.0m

(10.5m) 貯 水 量 150万㎥

堤 長
149.2m

(133.2m)
86.8m

(72.5m) 受 益 地
須賀川市
長沼地域

堤 頂 幅
8.0m

(6.5m)
7.0m

(5.5m) 受 益 面 積 A=837ha

安全・安心なダムの再生に向けた取組

ﾒﾓﾘｱﾙｽﾄｰﾝに込めた祈り復旧委員会による土質確認 地元説明会（盛土材料） 小学生への防災学習地元説明会（盛土状況）

ダム管理棟の新設洪水吐の断面拡大 ダム管理システムの整備 地震・堤体挙動の観測装置 慰霊碑の除幕式

新生藤沼ダムの概要

（ ）は被災前の構造

被害状況

上空から見た本堤の決壊 副堤の崩壊 下流農地の被害

ダム決壊による被害

●死者８名
●家屋被害 123戸
●農地への土砂堆積

約90ha など

下流家屋の被害

H28.12 本堤盛土完了H21.2 震災前 H23.3.11 決壊 H28.6 本堤盛土状況H27.5 本堤掘削完了

H29.1 湛水式 H29.3 湛水試験状況 H29.4用水供給再開
（7年ぶり）

藤沼ダム復旧までの道のり
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藤沼ダムの復旧状況



農地の復旧状況

▼浜通りの農地5,462haが津波により浸水。令和６年度までに

復旧対象4,429haのうち、3,705ha(約8割)が営農再開可能
▼津波被災農地では、市町の復興計画等に基づき、災害復旧と
ほ場整備（復興事業）を併せて実施

岡

田

地

区

右
田
・
海
老
地
区

H23.3.12 震災翌⽇の湛⽔状況（相⾺市・南相⾺市⿅島区）

太平洋 太平洋

太平洋

真野川

太平洋

H23.3.12 震災翌⽇の湛⽔状況（南相⾺市⿅島区）

ほ場整備前

ほ場整備後
ほ場整備後

真野川

太陽光発電

⾵⼒発電

隣接の⼤⾖乾燥
調整貯蔵施設

完成予想図

南相⾺市の⼟地利⽤計画（市復興計画）

9

津波による被災状況

ほ場整備前

営農再開（⼤⾖播種状況）



農地の復旧状況

小
高
東
部
地
区

原
町
南
部
地
区

太平洋

H23.3.12 震災後の湛⽔状況（南相⾺市⼩⾼東部地区）

ほ場整備前

太平洋

津波による被災状況

ほ場整備後

営農再開

⼦実⽤トウモロコシ刈取り状況 ⼤⾖の播種作業

H23.3.12 震災翌⽇の湛⽔状況（南相⾺市原町区）
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津波による被災状況

ほ場整備後

太平洋

太平洋

営農再開営農再開

太平洋



復興事業の実施状況

▼津波被災や福島第一原子力発電所の原子力災害からの復興を
成し遂げるため、復興事業を活用し、復興を加速化

▼集中復興期間～令和６年度までの14年間の事業費※は、

1,844億円 ※復興3事業の当初予算

H23～H27（5年間）

集中復興期間
H28～R2（5年間）

復興・創生期間
R3～R7（5年間）

第2期復興・創生期間

福島第⼀
原⼦⼒発電所

20km

30km

（１） 農山漁村地域復興基盤総合整備事業 （１） 農山村地域復興基盤総合整備事業
・ 復興基盤総合整備事業 ・ 復興再生基盤総合整備事業 ・ 復興基盤総合整備事業
・ 農地整備事業 ・ 農地整備事業 ・ 農地整備事業
・ 水利施設整備事業 ・ 水利施設整備事業 ・ 水利施設整備事業
・ 農地防災事業 ・ 農地防災事業
・ 震災対策農業水利施設整備事業
・ 広域農業用水適正管理対策事業 ・ 広域農業用水適正管理対策事業

・ 農業水利施設等保全再生事業
・ 営農再開支援水利施設等保全事業

・ 農業集落排水事業 ・ 農業集落排水事業
・ 中山間地域総合整備事業 ・ 中山間地域総合整備事業

・ 復興整備実施計画 ・ 農村地域復興再生基盤総合整備実施計画 ・ 復興整備実施計画
（２） 農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援事業 （２） 農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援事業
（３） 震災対策・戦略作物生産基盤整備事業 （３） 農業基盤整備促進事業

　※実施計画は国10/10
※

・

・

（県事業名） (復興基盤総合整備事業) (復興再生基盤整備事業) (復興基盤総合整備事業)

農業農村整備関係の復興事業一覧表

事 業 名
①

東日本大震災復興交付金事業
②

農村地域復興再生基盤総合整備事業
③

福島再生加速化交付金

事業制定 平成24年1月16日 平成25年2月26日 平成26年2月28日

事業内容

・ 農地防災事業

地方負担はｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの95%まで「震災復興
特別交付税」で措置される。

　地方自治体負担の全額に対して「震災復興特
 別交付税」が措置される。

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの無い防災事業や農道整備事業
は、地方自治体の実負担額の95%まで震災
復興特別交付税で措置される。

事業対象区域

　福島県全域が対象であるが、大震災により相
 当数の住宅、公共施設その他の施設の滅失ま
 たは損壊等の著しい被害を受けた地域として、
 津波被害50％以上の地域で実施。

　要綱では福島県全域が対象であるが、汚染状
 況重点調査地域に指定された市町村に限定し
 て運用。

　避難指示区域及び旧緊急時避難準備区域等
 を含む12市町村（震災による物理的被害がなく
 ても実施可能）。ただし、ため池の放射性物質
 対策（農業水利施設等保全再生事業）は、中通
 り及び浜通りの市町村で実施可能。

　国：3/4（75%）が基本。 　国：通常事業の補助率1/2（50％）等 　国：3/4（75%）が基本で、事業毎に設定。
　県：基本は国補助残を通常事業の負担率で 　県：通常事業の補助率

平成23年度補正～令和2年度 平成25年度補正～令和7年度

地方負担軽減措置

補助率

事業の期間
（国の予算措置）

平成24年度補正～令和2年度

　県：基本は国補助残を通常事業の負担率で
　　　市町村と按分して負担。 　　　市町村と按分して負担。
　※実施計画は国10/10 営農再開支援水利施設等保全事業、農業

水利施設等保全再生事業（調査及び実施
計画）、実施計画等は10/10

　基幹事業は、地方自治体負担の全額（効果促
 進事業は95%）に対して「震災復興特別交付
税」
 が措置される。

主な復興事業（復興庁予算）の対象範囲
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⑫西向

⑥永谷

⑤広野

⑤八沢

①右田・海老

⑥真野

⑦原町東

⑧原町南部

④深野北

②押釜

⑩馬場西

⑨飯崎

②小高東部

⑯南屋形⑦鹿島西部

㉕小山田

⑰栃窪

⑨高平中部

④太田

⑧西真野

③矢川原

⑱深野南

⑪片草

⑪岡田

⑲井田川

㊴請戸

㉔上栃窪

㉑山田浜

㉛村上福岡

㉖橲原

㉘小屋木

㊲小高北部

①幾世橋

①大槻

⑭地見城

㉗川内

⑬山口

㉒古道

⑳北移

⑮上岩井沢

30km

㉜楢葉

⑩鶴谷

③金沢・北泉
（復興交付金）

①室原
㉓藤橋

㊱山下
㉞佐須

㉟上飯樋

②田尻

④熊

㉝浪江南

②両竹

③高瀬

㉚葛尾

飯舘村

川俣町

南相馬市

葛尾村

田村市

川内村

大熊町

富岡町

楢葉町

広野町

③前田 双葉町

㊳下羽鳥

浪江町

⑤野上

④田尻南

令和７年６⽉２０⽇ 福島県農村計画課

凡 例
ハード完了地区
ハード実施中地区
調査計画着⼿地区
地元調整中地区

主な復興関連ほ場整備（避難地域12市町村）
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帰還困難区域

旧避難指示区域

旧緊急時避難
準備区域

※実線は、現時点で避難指示が
継続中の区域

▼避難地域12市町村では、11地区のほ場
整備工事を完了しており、39地区のほ
場整備工事を実施中です。令和６年度
までに2,754haの面積を整備しています。

帰還困難区域
避難指⽰が解除
された区域
特定復興再⽣
拠点区域

避難指⽰区域の概念図

これからも福島の復
興に向けて進んでい
くんだね。

○主な復興関連基盤整備（避難地域１２市町村分）

①福島再生加速化交付金（ほ場整備）
実施状況 地区数 面　積
ハード完了 10　地区 1,132　ha
ハード実施中 39　地区 2,649　ha
調査計画着手 4　地区 180　ha
地元調整中 5　地区 231　ha

計 58　地区 4,192　ha

②東日本大震災復興交付金（ほ場整備）
実施状況 地区数 面　積
ハード完了 1　地区 53　ha
計 1　地区 53　ha

地区数 面　積 R6年度末まで
59　地区 4,245　ha 2,754　ha

進捗率 65%

要整備量（①＋②）



◇換地による⼟地利⽤の再編◇
⾮農⽤地の創出（復興計画）

×
円滑な⼟地の確保

ガレキやヘドロが堆積
耕⼟が流出

⼤津波の被害状況（H23.3.12）

◇ほ場整備による⽣産性の向上◇
甚⼤な被害からの復旧

×
⼤規模化・集約化

太

平

洋

田
畑

津波到達線

区画整理後に営農再開したほ場

ほ場整備による土地利用再編と津波被災地の復旧

▼復興事業による、ほ場整備で市の復興計画に基づき非農用地を
創出し、津波被災地を一体的に復旧

ロボットテストフィールド
（復興⼯業団地︓52.2ha）

太陽光発電（40.4ha）

海岸防災林（38.9ha）

全国植樹祭式典会場（H30.6.10）

ねぎ 芝⽣ブロッコリー
地下かんがいの導⼊による畑地化の推進

全国植樹祭

区画整理後の農地と太陽光発電及び海岸防災林

海岸防災林

太陽光発電

⼤区画に復旧した沿岸部の農地

原町東地区（南相馬市原町区）

世界に類を⾒ない、陸･海･空の
フィールドロボットの⼀⼤開発実証拠点
世界に類を⾒ない、陸･海･空の
フィールドロボットの⼀⼤開発実証拠点
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⼤⾖⼩⻨



営農再開に向けたスマート農業の導⼊事例

⾃動⽔⾨による⽔管理4ha以上の⼤区画化幅広畦畔による草刈の機械化

※相双管内他地区の事例

避難地域の営農再開に向けたハード・ソフトの一体的な推進

帰還困難区域
避難指⽰が解除された区域
特定復興再⽣拠点区域

加倉地区
（浪江町）
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▼農業生産基盤整備事業による大区画化、スマート農業の導入
ターン農道・排⽔路暗渠化の実証ほ場モデル地区

▼ハード施策と併せてソフト施策の一体的な推進を行い、営農
再開を加速化

▼特産農作物を活かした６次化商品も展開

特産農作物活用（えごま）

６次化商品の開発
えごまチョコレート

収穫した⽶を出荷

〈浪江町〉乾燥調製貯蔵施設

収穫した⽟ねぎを出荷

〈富岡町〉⽟ねぎ乾燥集出荷施設

農業施設整備（ソフト施策）との連携

ほ場整備前 ほ場整備後

ドローンによる農薬散布 ターン農道による効率化

農業⽣産基盤の整備

ターン農道・排⽔路暗渠化による作業効率向上を実証予定︕



ため池の放射性物質対策

▼東京電力福島第一原子力発電所の事故で放出された放射性物質
により、浜通り・中通りの農業用ため池が汚染

▼令和6年度までに、対策が必要な県内27市町村の978箇所の

農業用ため池のうち、879箇所（約９割）の対策工事が完了
▼避難地域12市町村以外では、令和３年度内には本対策は全て完了
▼避難地域12市町村では、対策が必要な全市町村で着手し、進捗率
は約82％

▼一方で、帰還困難区域を抱える大熊町、双葉町の進捗は約22％に
留まっている

対
策
実
施
ま
で
の
流
れ

対
策
工
法
の
例

採⽔・採⼟ 柱状の採泥

底質の固化 底質の掘削除去 強⼒吸引⾞による浚渫除去 ポンプによる浚渫除去

完

了
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●県内ため池の放射性物質の調査結果（平成26年）

底質⽔質

ポンプ浚渫による除去状況

掘削による除去状況 未だ⼿付かずのため池



今後の展開

農業水利施設の新たな管理体制の構築

▼避難指示が解除されていない地域では、復旧が手つかずの状
態で残っている

▼今後のほ場整備を予定する約740haのうち、約6割で調査計
画に着手。営農再開を進める

津波被災後、⼿つかずの農地（浪江町） 未だ⼿つかずの農地（⼤熊町）

帰還困難区域に設置されたバリケード 震災後、使われていないため池（浪江町）

▼避難等による住民減少により、農業水利施設の維持管理に支
障をきたしている

▼維持管理の負担軽減に向けた実証事業を展開し、新たな管理
体制の構築を図る

旧 避 難 指 示 区 域 の 現 状

シールコンクリート⼯ モルタル吹付⼯ 防草シート⼯

プライムコート⼯ 路床改良⼯ ※写真上段
→水路法面に係る対策

※写真下段
→管理用道路に係る対策
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箇所数 名 称 箇所数 名 称 箇所数 名 称 箇所数 名 称 箇所数 名 称

農
林
水
産
省

8局

北海道、関東、
北陸、東海、
近畿、中国四国、
九州、沖縄

8局

北海道、関東、
北陸、東海、
近畿、中国四国、
九州、沖縄

7局

北海道、関東、
北陸、東海、
近畿、中国四国、
沖縄

7局

北海道、関東、
北陸、東海、
近畿、中国四国、
沖縄

7局

北海道、関東、
北陸、東海、
近畿、中国四国、
沖縄

都
道
府
県

27
道府
県

北海道、青森、栃木、
群馬、新潟、静岡、
富山、石川、福井、
長野、山梨、岐阜、
滋賀、愛知、京都、
大阪、島根、岡山、
広島、山口、愛媛、
香川、福岡、長崎、
大分、宮崎、沖縄

16
道県

北海道、青森、
秋田、栃木、
群馬、埼玉、
神奈川、新潟、
山梨、長野、
滋賀、山口、
愛媛、福岡、
大分、沖縄

12
道県

北海道、青森、
秋田、栃木、
埼玉、新潟、
山梨、滋賀、
山口、愛媛、
大分、沖縄

11
道県

北海道、青森、
秋田、栃木、
埼玉、新潟、
滋賀、山口、
愛媛、大分、
沖縄

11
道県

北海道、青森、
秋田、栃木、
埼玉、新潟、
滋賀、山口、
愛媛、大分、
沖縄

市
町
村

3市
新潟県新発田市
富山県富山市
富山県南砺市

6市

新潟県新発田市
富山県富山市
福井県大野市
新潟県小千谷市
富山県南砺市
長崎県諫早市

4市

新潟県新発田市
富山県富山市
福井県大野市
長崎県諫早市

4市

新潟県新発田市
福井県大野市
岡山県総社市
長崎県諫早市

県
2

事務所
県中農林事務所
相双農林事務所

1
事務所

相双農林事務所
1

事務所
相双農林事務所

1
事務所

相双農林事務所
1

事務所
相双農林事務所

市
町
村

5市町

須賀川市、
相馬市、南相馬市、
広野町、
新地町

7市町

須賀川市、
相馬市、南相馬市、
広野町、新地町、
楢葉町、浪江町

7市町

須賀川市、
相馬市、南相馬市、
広野町、新地町、
楢葉町、浪江町

6市町

相馬市、
南相馬市、
広野町、新地町、
楢葉町、浪江町

6市町

相馬市、
南相馬市、
広野町、新地町、
楢葉町、浪江町

241名353名 307名 258名

派
遣
元

派
遣
先

人数 294名

平成27年度
区分

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

箇所数 名 称 箇所数 名 称 箇所数 名 称 箇所数 名 称 箇所数 名 称

農
林
水
産
省

8局

北海道、関東、
北陸、東海、
近畿、中国四国、
九州、沖縄

7局

東北、関東、
北陸、東海、
近畿、中国四国、
九州

5局
東北、関東、
東海、近畿、
中国四国

2局 東北、中国四国 1局 東北

都
道
府
県

11
道県

北海道、青森、
秋田、栃木、
埼玉、新潟、
滋賀、山口、
愛媛、大分、
沖縄

10
道県

青森、秋田、
栃木、埼玉、
新潟、神奈川、
滋賀、愛媛、
大分、沖縄

10県

青森、秋田、
栃木、埼玉、
新潟、長野、
静岡、滋賀、
愛媛、沖縄

9県

青森、秋田、
栃木、埼玉、
新潟、長野、
静岡、滋賀、
沖縄

7県

青森、秋田、
埼玉、新潟、
静岡、滋賀、
沖縄

市
町
村

3市
福井県大野市
岡山県総社市
長崎県諫早市

2市
長崎県諫早市、
鹿児島県日置市

県
1

事務所
相双農林事務所

1
事務所

相双農林事務所
1

事務所
相双農林事務所

1
事務所

相双農林事務所
1

事務所
相双農林事務所

市
町
村

7市町

相馬市、南相馬市、
広野町、新地町、
楢葉町、浪江町、
川内村

5市町
相馬市、南相馬市、
新地町、楢葉町、
浪江町

5
市町
村

南相馬市、
新地町、楢葉町、
浪江町、飯舘村

5
市町
村

南相馬市、
富岡町、楢葉町、
浪江町、飯舘村

2
町村

浪江町、飯舘村、

区分

派
遣
元

派
遣
先

人数

平成30年度

196名 97名

平成28年度 平成29年度 令和元年度 令和2年度

65名 17名 13名

派遣職員「福耕支援隊」の支援①

▼発災時から国や他道府県等の支援をいただき、復旧・復興を加速化
▼令和７年度までの派遣人数は15年間で延べ1,877名!（感謝）
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

派遣先 派遣先 派遣先 派遣先 派遣先
農林水産省東北農政局２名 双葉町１名 農林水産省東北農政局２名 双葉町１名 農林水産省東北農政局２名 双葉町１名 農林水産省東北農政局２名 双葉町１名 農林水産省東北農政局２名 双葉町１名

飯舘村１名 飯舘村１名 飯舘村１名 飯舘村１名 飯舘村１名

青森県２名

秋田県１名

埼玉県１名

静岡県２名 青森県２名

沖縄県１名 静岡県２名

新潟県２名 新潟県２名 新潟県２名 新潟県２名 新潟県２名

滋賀県２名 滋賀県１名 滋賀県１名 滋賀県１名

１３名 ９名 ５名 ５名 ４名

派遣元

国

県

相双農林事務所
２名

合計

派遣元

国

県

相双農林事務所
３名

合計

相双農林事務所
３名

合計合計 合計

派遣元

国

県

相双農林事務所
７名

派遣元

国

県

相双農林事務所
１１名

派遣元

県

国



派遣職員「福耕支援隊」の支援②

福島の被災した農地を再び耕し、
おいしい農作物を作るため全国から
支援いただいている農業土木職員の
愛称です。

福耕支援隊とは
ふっこう しえんたい

令和３年度

令和元年度

令和7年度までの派遣人数は
15年間で延べ1,877名！北は
北海道、南は沖縄県まで
31道府県から支援をいた
だいております。

全国からの御支援

県相双農林事務所（農村整備部）に派遣された福耕支援隊の皆さん

全国のみんな
ありがとう

令和２年度 18

令和４年度

令和５年度令和６年度



福耕支援隊への感謝のメッセージ

派遣職員「福耕支援隊」の支援③
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福耕支援隊に関するYouTube動画



震災から10年を機に、
福島県は、「ふくしまから はじめよう。」からの
バトンを渡す、新スローガンを策定しました。
「はじめる」から、「かなえる」へ。
ひとりひとりの力を重ね、それぞれの思いを繋ぎ、
ともに、ひとつずつ、しっかりと、
カタチにし続けていこうと。
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